別記２－１
認定農業者となることに関する計画（農業参入法人用）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の所在：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者：住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　
１　法人の形態　※留意事項１
　　□農地所有適格法人　 □農地所有適格法人以外の法人　　□特定作業受託を行う法人　 □その他

２　農業部門参入の理由

	


３　親会社等（親会社又は農業経営以外の部門）の概要
	親会社等の名称
	

	本店の住所
	
	業種
	

	事業概要
	

	決算状況

（過去３期）
	年度
	収益
	費用
	経常利益

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


４　目標とする農業経営の指標
（１）経営規模等
	①　目標とする営農類型
	

	②　農　業　経　営　の　規　模
	    作目・部門名
	        現　　　　　状
	        目　　　　　標

	
	
	　 eq \o\ad(作付面積,　　　　　)
　 eq \o\ad(飼養頭数,　　　　　)
	   生 産 量
	　 eq \o\ad(作付面積,　　　　　)
　 eq \o\ad(飼養頭数,　　　　　)
	   生 産 量

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	    経営面積合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	経　営　耕　地
	区　分
	  地　目
	      所 在 地
    （市町村名）
	    現　　　状
	    目　　　標

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	所有地
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入地
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	②農業経営の規模
	
	    作　　　目
	     作　　　業
	    現　　　状
	    目　　　標

	
	特定作業受託
	※留意事項２（１）ア
	
	作業受託面積
	生産量
	作業受託面積
	生産量

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	作業受託
	※留意事項２（１）イ
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	          作業受託面積（単純計）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	             換　　算　　後
	
	

	
	そ関附
の連帯
他・事
の　業
	   事　業　名
	    内　　　容
	    現　　　状
	    目　　　標

	
	
	※留意事項２（１）ウ
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	③生産方式
	機械・施設
	         機　械　・　施　設　名
	    型式、性能、規模等及びその台数

	
	
	
	    現　　　状
	    目　　　標

	
	
	※留意事項２（２）ア
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	農利
用用
地条
の件
	            現　　　　　状
	            目　　　　　標

	
	
	
	

	
	
	※留意事項２（２）イ
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	            現　　　　　状
	            目　　　　　標

	④
経営管理
の方法
	※留意事項２（３）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	⑤
農業従事
の態様等
	※留意事項２（４）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


５　目標達成に必要な農業技術の習得に関する事項

　（１）農業部門を担当する役員・従業員における過去の就農経験等

	氏名（注１）
	過去の就農経験
	備考（注２）

	
	営農部門
	規模
	就農期間
	

	
	
	
	年　月から　年　月まで
	

	
	
	
	年　月から　年　月まで
	

	
	
	
	年　月から　年　月まで
	

	
	
	
	年　月から　年　月まで
	

	
	
	
	年　月から　年　月まで
	


注１：従業員の同意がない場合は氏名の記載は不要

　　注２：備考欄には、認定農業者、認定就農者、中核農業士、女性農業士、青年農業士、農業機械士の認定経験がある場合にその旨を記入する。

（２）農家、農業関係機関における研修実績

	研修者数
	

	農業関係機関名
	※留意事項３（１）

	研修場所（農家）
	
	所在地
	

	研修作物
	
	研修ほ場等面積
	

	研修期間
	年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日まで

	研修内容
	※留意事項３（２）



（３）農家、農業関係機関における研修計画

	研修者数
	

	農業関係機関名
	※留意事項３（１）

	研修場所（農家）
	
	所在地
	

	研修作物
	
	研修ほ場等面積
	

	研修期間
	年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日まで

	研修内容
	※留意事項３（２）



６　農産物の販売・出荷先について

	　取引形態
	主な品目
	売上全体に占める割合（％）
	具体的な販売先

販促の方法等

	□農協出荷
	
	
	

	□市場出荷
	
	
	

	□直売


	
	
	

	□その他

（　　　　　　　　）
	
	
	


７　原材料等の主な取引先

　　□商系（　　　　　　）　□系統（　　　　　　　）

８　農業部門労働力の状況について

	
	人数
	一人あたり年間労働日数
	主な作業分担

	役員
	
	
	

	従業員
	
	
	

	パート
	
	
	


９　認定農業者となる予定時期　（　　　　年　　　　月　　　　日）
10　認定農業者となるまでの取組計画
	年　度
	実施時期
	実　施　す　る　事　項

	１年目
	　年　月
※留意事項
　４（１）
	※留意事項４（２）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	２年目
	　年　月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	３年目
	　年　月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	４年目
	　年　月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	５年目
	　年　月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


11　その他参考となる事項
＜添付書類＞

・農地所有適格法人以外の法人にあっては、農地の権利取得に関する農業委員会又は県知事の許可書の写し
・特定作業受託を行う法人にあっては、その作業受委託契約書の写し

・農業経営実績がある場合は決算書の写し

・農業経営以外の部門の直近３期分の決算書（親会社がある場合はその決算書）の写し

（記載上の留意事項）
１　「１法人の形態」には、農地利用型の場合は「農地所有適格法人」、「農地所有適格法人以外の法人」または「特定作業受託を行う法人」のいずれかの欄にチェックを行い、農地を利用しない場合は「その他」にチェックを行う。

２　「４目標とする農業経営の指標」には、次の事項を記載する。
(1)　(1)の「②農業経営の規模」欄には、次の事項を記載する。

ア　「特定作業受託」欄には、作目別に、主な基幹作業（(ｱ)水稲にあっては、耕起・代かき、田植、稲刈り・脱穀、(ｲ)麦及び大豆にあっては、耕起・整地、播種、収穫、(ｳ)その他の作目にあっては、これらに準ずる農作業という。以下同じ。）を受託し、その生産した農産物を当該受託者の名義をもって販売し、その販売による収入の程度に応じ当該収入を農作業及び販売の受託の対価として充当することを約した農地の作業受託面積及び生産量を記載する。なお、一つの農地で二毛作等により主な基幹作業（(ｱ)から(ｳ)）を複数行っている場合であっても、当該農地については、実面積を算入することに留意すること。
この場合、「経営面積合計」欄には、組織の構成員が権原を有している農地面積と「特定作業受託」欄の作業受託面積を加えて記載する。
イ　「作業受託」欄には、「特定作業受託」欄に記載した作業受託以外の作業受託について、作目別、基幹作業別に、作業受託面積を記載するとともに、「換算後」欄には「作業受託面積÷作業数」により換算した面積を記載する。
ウ　「その他の関連・附帯事業」欄には、農産加工等について記載する。
(2)　(1)の「③生産方式」欄には、次の事項を記載する。
ア　「機械・施設」欄には、機械・施設の型式、性能、規模ごとに台数を記載するとともに、リース、レンタル等による場合は、その旨を記載する。
イ　「農用地の利用条件」欄には、主として利用する圃場の区画の大きさ、団地化した圃場の規模、数、通作距離等を記載する。
(3)　(1)の「④経営管理の方法」欄には、農業部門会計の実施、記帳主務担当課（係・者）の明確化等について記載する。
(4)　(1)の「⑤農業従事の態様等」欄には、農業部門責任者、従事者数、労災保険等社会保険への加入、農作業環境の改善等について記載する。

３　「５目標達成に必要な農業技術の習得に関する事項」には、次の事項を記載する。

　(1)　(2)及び(3)の「農業関係機関名」欄には、ＪＡ、農林振興センター、機械（種苗）メーカー等の名称を記載する。

　(2)　(2)及び(3)の「研修内容」欄には実施又は計画されている研修内容を具体的に記載する。

４　「10認定農業者となるまでの取組計画」には、次の事項を記載する。
(1)　「実施時期」欄には、認定農業者となるまでに取り組む事項それぞれについて、予定する年及び月を記載する。ただし、外部要因の影響を受ける事項については、概ねの実施予定時期の記載でよい。
(2)　「実施する事項」欄には、認定農業者となるまでに取り組む具体的な内容を記載する。
